
一橋大学・大学院法学研究科・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１３

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

中国死刑制度とその改革の実証的事例的国際研究

A Study on the Death Penalty and its Improvements in China

３０２４０５６８研究者番号：

王　雲海（Wang, Yunhai）

研究期間：

１５Ｋ０３１６９

平成 年 月 日現在３０   ６   ６

円     2,100,000

研究成果の概要（和文）：本研究は、まず、現地調査などの方法を使って、中国での死刑適用状況を探って、故
意傷害罪や被害者側に過誤があった故意殺人事件、一部の経済犯罪、公務員横領収賄罪に対する死刑適用が減少
している反面、治安に影響の大きい故意殺人事件、組織犯罪、麻薬犯罪、国家安全危害事件に対する死刑適用が
依然高水準にあることを明らかにした。次に、個々の死刑事例の分析を通じて、死刑適用も死刑改革も政治的メ
カニズムのなかで主に政治情勢により左右されていることを究明した。最後に、制度の面からも実証・事例の面
からも研究を行って、中国での死刑多用の理由が政治的なもので、死刑改革もそれにより大いに制限されている
ことを示した。

研究成果の概要（英文）：Three important conclusions on the death penalty and its improvement in 
China have been made clear.　Firstly, There are still a lot of death sentences and executions to 
serious murder, organized crimes, drug crimes and some crimes on state benefit although there were 
some reduction of death sentences and executions to other crimes.
Secondly, the practice of death penalty and its improvement in China are still contacted in a 
political mechanism.　Thirdly, the real reason that China practices so many death sentences and 
executions can be identified as "Political", and the improvement on death penalty is determined by 
the politics there.          
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１．研究開始当初の背景 
     中国は長い間世界で死刑を最も多用
している国として知られている。その
死刑多用に対して、国際社会、国内、
日本を含む各国の刑事法研究者などか
ら批判されて、その改善を強く求めら
れている。それに対して、2000年代に
入ってからは、中国政府はようやく死
刑制度とその適用の改革に乗り出して、
今日まで続いている。中国死刑制度そ
してその改革については、中国が死刑
情報を国家秘密にして一切公表しない
こともあって、学界では、本格的な研
究が少なかった。そのなかで、研究代
表者は科学研究費助成事業として「中
国死刑制度改革の追跡的総合的国際研
究」（平成 2012―2014年）を行い、研
究成果を日本語のほかに英語と中国語
でも発表した。しかし、その研究は主
に制度レベルでの研究であって、中国
での死刑の実態そして死刑改革の実態
を実証的にまたは事例的に究明するま
でには至らなかった。このように残さ
れた課題を究明するために本研究を開
始した。 

 
２．研究の目的 
   研究目的として、まず、中国での死刑
制度とその適用実態を、特に実証的ま
たは事例的な視点から随時把握して、
日本や世界に向けて発信し、世界的な
関心事にすることで、中国の死刑制度
とその改革を促進させる。次に、中国
での死刑改革を随時追跡調査し、その
進行状況を把握し、日本や世界に向け
て発信すると同時に、日本などの国々
での死刑制度の現状、死刑改革のアプ
ローチを中国にも持ち込んで改革に生
していく。最後に、本研究での研究成
果を日本語のほかに、英語と中国でも
発表して、中国の死刑制度とその改革
に関する中国国内での研究の拠点・窓
口としての役割を引き続き発揮してい
く。 

 
３．研究の方法 
     本研究では、研究方法として以下の三
つを使って研究を行った。まず、制度
レベルで中国での死刑制度とその改革
の状況を追跡し、分析する。次に、実
証的方法を使って中国での死刑適用の
状況を図り、その傾向を描く。最後に、
事例研究を行って、個々の事例から中
国での死刑制度、死刑改革の現実、そ
のメカニズム、可能性と限界を探る。 

 
４．研究成果 
本研究での研究成果として主に以下
の四つのことがあげられる。 

① 中国に行って事例調査や関係者のイン
タビューなどを行い、まだ公表されて
いない中国での死刑適用状況を個別の
ケースの分析を通じて、把握すること
ができた。そのうえ、そのような死刑
適用状況変化の背景を政府が公開した
一部の死刑判決などの文献及び上海市、
海南省、広州市、北京市などでの調査
を通じて明らかにすることができた。
つまり、故意傷害罪、被害者側に過誤
のある故意殺人事件、一部の経済犯罪、
公務員横領収賄犯罪については死刑の
適用が制限されて適用件数が減ってい
るものの、故意殺人、強盗罪、強姦罪
などのいわゆる凶悪犯罪、麻薬犯罪に
対しては死刑の適用が依然高水準にあ
る。特に、平成 29 年後半から「掃黒除
悪」（組織犯罪を一掃し、悪勢力を絶滅
させる）キャンペーンが新たに開始さ
れたことに伴って、ほぼ全国範囲で死
刑判決も死刑執行も増加する傾向が見
られる。なかでは、一部の地方では、
公務員横領収賄罪に対して、死刑改革
の一環として、2 年猶予つきの死刑だ
けを適用し、即時執行死刑を適用しな
いというやり方を事実上廃止し、公務
員横領収賄罪に対して控えてきた即時
執行死刑の適用が再び適用するように
変化していることや、末端の麻薬犯罪
者に対する即時執行死刑の適用も再び
増えていることを明らかにした。 
② 死刑改革が 2016 年の年末までは司法
改革の重要な一環としてほぼ順調に展
開され、刑事実体法、刑事手続法、刑
事司法上の適用基準といった複数のレ
ベルにわたり、刑事司法機関を中心に
進められてきた死刑罪名の削減、死刑
適用手続きの適正化、死刑適用基準の
厳格化といった改革が一定の程度実現
されたものの、2017 年後半から刑事司
法への政治的指導が強調されて、政治
から死刑改革に対する制限が多くなっ
たように見える。特に司法改革の重要
な一環として 2014 年から始められた
死刑冤罪に対する是正の動きは、2017
年から多くの政治的圧力に遭って、い
まは、多くの地方で事実上止っている
状態に陥っている。このことは本研究
での実証的・事例的研究を通じて明ら
かにになっている。 
③ 中国での死刑多用は政治的な理由によ
るものであって、中国での死刑改革も
大いに政治から影響される、というこ
とは研究代表者の長期的見解であるが、
本研究の遂行を通じてそれが一層明白
になった。つまり、中国での死刑適用
は凶悪犯罪、麻薬犯罪、公務員横領収
賄罪、一部の経済犯罪に集中している
が、そのいずれの理由も政治的なもの
である。第一に、共産党の「一党支配」



を原則としている中国においては、犯
罪・社会治安はただの犯罪・社会治安
の問題には決して留まらず、それ以上
に、「一党支配」の正統性に関わるもの
である。凶悪犯罪を抑止してよい社会
治安を維持することは、共産党の「一
党支配」の成功の現われとして認識さ
れて、その正統性または正統性を維持
し、増強する一方、悪い社会治安状況
は共産党の失政として認識されて、「一
党支配」の正統性または正統性の維持
は大いに損なわれてしまうことになる。
凶悪犯罪・社会治安はこのような政治
的意義を持つので、死刑の多用を辞さ
ずに社会治安を直接害する凶悪犯罪に
対して厳罰を科すことを通じて、よい
社会治安を回復、維持することの政治
的必要性が出てくるのである。第二に、
麻薬犯罪に対して未だに死刑の適用に
固持している理由は、麻薬犯罪に対す
る中国の特有な政治的認識と理解から
見出すことができる。中国共産党と政
府の公式的歴史観からすると、中国の
近代史は 1840 年に起こったイギリス
とのアヘン戦争から 1949 年の共産党
政権発足までは西洋列強によって侵略
された、「半植民地時代」と認識されて
いる。このような近代中国は、中華民
族として存亡の危機に立たされて、中
国そのものも主権を失い、独立国家で
なくなった。西洋列強が中国をこのよ
うに侵略、植民地化できたのは二つの
武器を用いたからである。一つは銃（鉄
砲）で、もう一つはアヘンであった。
銃（鉄砲）は中華民族・中国の人々を
物理的に打ち破った一方、アヘンは中
華民族・中国の人々を精神的に打ち破
った。このように、中国共産党と政府
ないし中国社会全体にとって、アヘン
などの麻薬犯罪は、ただの一般犯罪で
はなく、むしろ、「中華民族」、そして
「中国」という国家を根本から滅ぼす
ような重大な政治的破壊行為であるよ
うに認識、理解されている。第三に、
公務員横領収賄罪に対する死刑適用は
その理由も政治的なものである。中国
での公務員横領賄賂罪は、党の一党支
配の正統性である「大公無私」・「人民
利益の最大な代弁者」を内部から直接
傷つける、党にとってもっとも危険な
政治犯罪・体制犯罪として位置づけら
れ、その保護法益が何よりもまず共産
党の一党支配の正統性の維持とされて
いる。そのために、死刑をも辞さない
ようになっている。第四に、一部の経
済犯罪に対する死刑適用も政治理由に
よる。「改革開放」以後の中国での私有
制と市場経済の確立と拡大は、自然発
生的で自然生成的なものでは決してな
く、むしろ中国共産党により人為的に

展開されているものである。中国共産
党の政治的政策としてその政治的権威
を用いて強力的に推進されているもの
が政治的・権威的・人為的な私有制と
市場経済の確立と拡大である。そのた
めに、本来ならばただの自然犯罪であ
るはずの密輸、窃盗、投機取引などの
経済財産犯罪は、中国共産党と政府に
とっては、自然犯罪・経済財産犯罪以
上にまず自分の政治的政策と政治的権
威を挑発するような政治犯罪として見
えるし、そのような経済財産犯罪によ
ってもたらされる被害がまず自分たち
に対する政治的ダメージとして認識さ
れる。一言でいえば、「改革開放」以後
の中国での密輸、窃盗、投機取引など
の経済財産犯罪は、外見上ただの経済
財産犯罪ではあるが、しかし、実質上
は、政治犯罪・体制犯罪の意味合いを
もたされているのである。そのために、
死刑も適用されていたのである。 
④ 実証的・事例的に究明した中国での死
刑適用状況の変化、その改革の実態、
特に死刑多用の本当の理由といった研
究成果を、日本語以外には、英語と中
国語で欧米などに向けて発表したほか
に、日本での死刑再審の経験、手続き、
基準、米国での死刑事件に適用する
Super Due Process の内容、手続きに
よる死刑適用の制限といった外国での
死刑改革のやり方を中国に随時紹介し
て中国での死刑改革を直接に促進する
こともできた。  
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